
さいたま市商店街照明施設等維持管理事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、商店街の振興に資するため、照明施設等の維持管理事業を行う

商店会に対し、予算の範囲内で補助金を交付することについて、さいたま市補助金

等交付規則（平成１３年さいたま市規則第５９号。以下「規則」という。）に定め

るもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において「商店会」とは、商店街振興組合法（昭和３７年法律第 

第１４１号）に規定する商店街振興組合又は一定の地域において商店が集団形態を

とり共同事業等の活動を行う中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）

第３条第１号に規定する事業協同組合若しくは市長が適当と認める団体をいう。 

（補助対象経費等） 

第３条 補助の対象となる経費は、商店会が所有し、維持管理する照明施設等の電気

料金のうち、前年度の１月から当年度の１２月までのものとする。 

２ 補助率は補助の対象となる経費の２分の１以内とし、補助限度額は１００万円と

する。 

３ 前項の規定にかかわらず、エネルギー価格高騰による市内商業への影響を鑑み、

令和６年１月から同年１２月までの電気料金に係る補助率は補助の対象となる経

費の１０分の１０とし、補助限度額は１８０万円とする。 

（交付申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者は、商店街照明施設等維持管理事業補助金

交付申請書（様式第１号。以下「交付申請書」という。）に次に掲げる書類を添付

して、市長に提出しなければならない。 

(1) 補助事業に係る領収書（証）の写し 

(2) 補助事業に係る照明施設等の配置図 

(3) 定款又は規約の写し 

(4) 役員及び構成員の分かる書類（役員の分かる書類には「役職名」、「氏名」、「氏

名の振り仮名」、「生年月日」、「性別」が記載されていること。） 

(5) その他市長が必要と認める書類 

２ 前項に規定する交付申請書の提出期限は、原則として当該年度の１月末日とする。 

（交付決定） 

第５条 市長は、前条の規定により交付申請書が提出されたときは、当該交付申請の

内容を審査し、必要に応じて現地調査等を行い、補助事業の目的及び内容が適正で

あるかどうかを調査し、補助の可否について決定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付又は不交付の決定をしたときは、速やか

に商店街照明施設等維持管理事業補助金交付・不交付決定通知書（様式第２号）に

より、申請者に通知するものとする。 

３ 規則第１４条第２項の規定により、実績報告書の提出は要しないものとする。 

（暴力団排除） 
第６条 次の各号のいずれかに該当するものは、さいたま市商店街照明施設等維持管



理事業補助金（以下「補助金」という。）の交付の対象としない。 

（1）暴力団(さいたま市暴力団排除条例（平成２４年さいたま市条例第８６号)第

２条第１号に規定する暴力団をいう。) 

（2）役員(代表者、理事、監事又はこれらに準ずるものをいう。)のうちに暴力団

員(さいたま市暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団員をいう。)に該当

する者があるもの。 

２ 市長は前条の規定により補助金の交付の決定を受けたものが、前項各号のいずれ

かに該当するときは、交付の決定の全部又は一部を取り消すものとする。 

３ 市長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、取り消

しに係る部分について既に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還

を命ずるものとする。 

（交付請求） 

第７条 第５条第１項の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業

者」という。）は、補助金の交付を受けようとするときは、商店街照明施設等維持

管理事業補助金交付請求書(様式第３号)を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による請求に基づき、当該補助事業者に補助金を交付するも

のとする。 

（書類の整備） 

第８条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備えると

ともに、当該収入及び支出についての証拠書類を整理し、保管しなければならない。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類の保管期間は、当該補助事業の完了の日の属す

る会計年度の翌会計年度から５年間とする。 

（重複補助の禁止） 

第９条 市長は、補助金の交付を受けようとする者が、補助事業について市が実施す

る他の制度による補助金等の交付を受ける場合は、この要綱に基づく補助金の交付

は行わない。 

 （その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が

別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

  附 則 

 この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

２ 合併前の岩槻市装飾型街路灯維持管理補助金交付要綱（平成１１年岩槻市要綱第

２号）の規定により電気料の補助を受けた商店街については、第３条第１項の規定

にかかわらず、平成１７年４月１日以後に支払日が到来する電気料を対象とするも

のとする。 

   附 則 



この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 
   附 則 

１ この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 
２ この要綱による改正後のさいたま市商店街照明施設等維持管理事業補助金交

付要綱第３条第２項の規定は、平成２３年１月１日以後の支払日に係る電気料金

から適用する。 
附 則 

１ この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 
２ この要綱による改正後のさいたま市商店街照明施設等維持管理事業補助金交

付要綱第６条の規定は、この要綱の施行の日以後に補助金の交付申請を行ったも

のについて適用し、同日前に交付の申請を行ったものについては、なお従前の例

による。 
附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 
附 則 

この要綱は、令和２年７月１日から施行する。 
附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 
附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 
附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 
附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 
 


